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はじめに 

 

化学物質は、現代の私たちの社会と生活の発展・向上に貢献してきました。しかし一

方で、あまりにも多種多様の化学物質が製造、使用、廃棄されており、日常生活の様々

な場面や製造から廃棄に至る事業活動の各段階において、環境を経由して人の健康や生

態系に悪影響を及ぼすおそれがあり、こうした影響のおそれ（環境リスク）に対する市

民の不安も大きなものとなっています。 

このため、化学物質による環境汚染に関して安全で安心な社会を実現するには、従来

型の規制だけでは対応しきれない状況となっています。従来型の規制などに加え、化学

物質による環境リスクに関する正確な情報を市民、事業者、行政等のすべての者が共有

しつつ、相互に意思疎通を図り、環境リスク低減のための合理的な行動ができるように

することが必要です。この「化学物質による環境リスクに関する正確な情報を行政、事

業者、国民、NGO 等のすべての者が共有しつつ、相互に意思疎通を図ること」をリス

クコミュニケーションといいます。言い換えると、今後はリスクコミュニケーションに

基づく化学物質の環境リスク管理の推進が必要といえるでしょう。 

一方、地域環境の保全は、持続可能な社会づくりの基礎であり、自治体の重要な課題

となっています。このため、自治体は、地域の自然的社会的条件に応じて、市民、事業

者、国等と協力、連携しつつ、地域環境の保全に関する計画の策定などにより、これを

総合的かつ計画的に進めることが求められています。 

特に地域における化学物質の環境リスク管理を推進するにあたっては、自治体は地域

における環境リスク管理者としての重要な役割を担っており、地域の環境リスク低減を

推進する必要があります。そのためには、自治体がこれまで行ってきた化学物質に関す

る様々な施策を進めるとともに、化学物質の環境リスクに関するコミュニケーションを

通じて、市民や事業者など地域の関係者との協働を強化することが大切です。 

 

 

このマニュアルは、地域におけるリスクコミュニケーションを促進するために、化学

物質問題や環境リスク、リスクコミュニケーションについての基礎知識、リスクコミュ

ニケーションを実施する際の自治体の役割、そして具体的なコミュニケーションの推進

には何をすればよいのか、また、リスクコミュニケーションの促進に向けた基盤づくり

をどのように進めていけばよいのかなどについて、事例を交えながら紹介するものです。 

今後の地域におけるリスクコミュニケーションの一層の進展に期待します。 

 

環境省環境保健部環境安全課 
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